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佐賀県農地中間管理事業評価委員会 

 

１ 貸借の実績について 

 〇令和 7 年度実績 

  ・農地中間管理事業の令和 7年度の実績は、借受面積が 3,524ha（計画比 117％）、貸付面積は    

   3,552ha（計画比 117％）で、計画目標を上回っている。 

  ・令和 7 年度は、法改正によって貸借が農地中間管理事業に一本化されたことから、令和 6 年 

   度と比較すると貸付面積で、約 4.5 倍の実績となった。 

 

 〇累積実績（令和 8年 3 月まで） 

  ・平成 26 年度の制度開始からの累積実績は、借受ベース 11,039ha、貸付ベースで 11,411ha、  

   ストック面積は 8,007ha と着実に増加している。 

  ・新規集積面積は、平坦地域は担い手にほぼ集積されていることから、他県と比べると平成 

      26 年度の事業開始からの累計で 534ha と少ない。 

  ・市町別では、佐賀市(1,004ha)、神埼市（549ha）、白石町（449ha）などが多く、佐賀市と 

   神埼市では、集落営農法人の中間更新が多かったため実績が増加している。あわせて、年度 

   別にみると貸借の一本化によって相対からの移行に伴い各市町で活用が増加している傾向 

   にある。 

  ・経営体別では、これまでの累計貸付実績でみると集落営農法人が 53％、個別農業経営体が 

   47％農地中間管理事業を活用しており、集落営農法人が農地の受け皿となっている点が特徴 

   である。 

  ・令和 7 年度は農地中間管理事業に一本化されたことに伴い、新たに 12 の集落営農法人が 

   活用された。また、平成 27年度に利用権設定した集落営農法人の更新があったことから、     

   集落営農法人の活用がここ数年より増加している。 

 

２ 推進方策について 

（１）事業の推進状況 

 〇特徴的な取組（農地の中間保有） 

  ・新規就農者等の育成や担い手の規模拡大等の取組を推進するため、県・市町等の農業施策と   

   連携し、機構が優良農地を事前に確保し、中間保有した後就農のタイミングにあわせて耕作 

   者へ貸付を行っている。新規就農者や担い手の規模拡大には有効で必要性があり、特に園芸 

   団地や産地づくりにおいて生産者を支援している。 

  ・令和 7 年度では新たに嬉野市の園芸団地農地（3.0ha）の中間保有に取り組んでおり、市町   

   関係機関から機構の中間保有の機能及び園芸団地拡大に伴う担い手の確保・育成に取り組ん 

   でいくことが期待される。 

  ・このような取り組みの成果もあり、農地中間管理事業を活用した認定新規就農者への貸付も  

   増加傾向にあり、定着しつつある。 

 

（２）市町等との連携 

 〇地域計画の実現 

  ・農地中間管理事業は地域計画策定後の貸借を担うものであるため、地域計画のさらなる実現 

   に向け、関係機関と連携した取り組みをお願いしたい。 

 

 ○市町等との連携における課題 

    ・令和 7 年度の市町との役割分担については、各市町からの協力を得るために尽力するものの、   

   全市町から統一した理解を得ることができなかったため、市町によって異なる対応となって 

     おり、市町からは公平・平等性について要請されている。 



   ・市町によって異なる対応となる中、業務量の急増について対応するために推進員の定期的な    

   巡回などに取組むことで市町との連携強化に努めている。農業、生産者のために市町との連 

     携をお願いしたい。 

   ・市町に窓口がある方が利用者にとっても有難く、今後農地中間管理事業が拡大するためにも 

     必要だと思う。 

 

（３）その他 

 ○賃料徴収・支払業務について  

  ・賃料の徴収・支払業務は年々増加することに比例して、更新手続きや地権者・耕作者の情報 

      変更手続等の対応が増加しているため、適切な対応に努めてほしい。 

  ○賃料未収金について 

    ・賃料の未収金については、「未収賃料取扱要領」に沿って、督促状・自宅訪問などの督促とあ  

      わせて、弁護士との顧問契約による「弁護士名の督促状」などにより、未収賃料の回収に努   

      めているものの年々未収賃料が増加しているのを懸念している。公社の運営においても課題 

      であることから、臨時的な増員など公社の体制を強化し適切に取り組んでほしい。 

 

  〇公社の組織体制について 

    ・令和 7 年度の業務増加に対応するため、2名の県職員の兼務者、1名の他事業との兼務者、   

      そして 2名の事務担当者を増員することで、公社の体制強化を図ったため、令和 6年の約 

      4.5 倍の事務量に対応できたと考える。 

 

  〇個人情報の流出について 

  ・取扱い件数が年々増加しているため、個人情報の取扱いについては、適切な対応をお願いする  

    とともに、再発防止策を徹底することで、再発防止に努めてほしい。 

 

  〇手数料について 

  ・令和 7 年度から賃料の 1％を手数料として徴収しており、約 222 万円の手数料収入となった。   

    手数料の使途は補助対象外や運営費の不足分に充当している。 

 

３ 今後の課題と取組について 

 〇令和 8 年度からの推進体制の見直しについて 

  ・農地中間管理事業の一本化に伴い、取扱い件数が増加していく中、事業の円滑な実施をするた 

    めには、市町等との連携における課題を解決する必要があることから、推進体制を見直し、県 

    内統一した方針を示したことは評価できる。 

  ・全ての市町が業務委託を受託して、業務に取り組む仕組みができたことは、利用者の利便性の 

    向上にも繋がるため、引き続き市町等との連携強化に努めていく必要がある。 

  ・県内業務の統一化とあわせて、新たなクラウドシステムへ移行をすることで、業務の更なる効   

    率化や利用者の利便性の向上を図ることが期待できる。また、情報量が増加する中でセキュリ 

    ティの強化を図ることは、とても重要だと考える。 

  ・令和 8 年度から全市町と業務委託を行い、統一した方針で取り組まれることは評価できる。 

    業務連携の前提となるシステムの安定した稼働に向けた対応をお願いしたい。 


